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ヘルプマーク   助け合いのしるし - 

援助が必要な方のためのマークです。 

このマークを見かけたら思いやりのある行動を 

お願いします。 

ヘルプマークを必要とする方には、 

「保健福祉課障がい福祉係」にて、お渡しします。 
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　このしおりは、令和７年8月を基準として、厚岸町にお

住まいの障がいのある人やその家族などが利用できる制

度・サービスをとりあげ、その内容について記載したも

のです。　

　記載内容は最小限にとどめているほか、このしおり作

成後に内容が変わっている場合もありますので、各制

度・サービスの詳細については、それぞれの手続き先に

お問い合わせください。

厚岸町公式キャラクター
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※３　診断書は、身体障害者福祉法第15条第１項の規定によ
　　る指定医師が記載したものが必要です。

障がいの程度が変わったとき ○ ○ ○

※１　申請書・診断書の様式は、「厚岸町保健福祉総合センタ
　　ーあみか２１」にあります。
※２　写真は、縦４㎝×横３㎝ のものが必要になります。

手帳を破損したとき ○ ○
本人が死亡したとき ○

いわゆる「障害者手帳」には、次の３種類があります。

　いずれの手帳の場合でも「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律」という障がいがある方の支援を定めた法律（以下

「障害者総合支援法」という）の対象となっています。それぞれの手帳

の制度ができた経緯や法律などが異なっているため、手帳ごとに等級の

区分や申請手続きなどが異なります。

身体障害者手帳
し ん た い し ょ う が い し ゃ て ち ょ う

　口、目、耳、手、足、心臓、じん臓、肝臓、呼吸器、ぼうこう、直

腸、小腸、免疫機能などに日常生活を営むうえで永続的に障がいを有す

る人に交付され、 障がいの種類によって、視覚障がい、聴覚障がい、

音声言語障がい、肢体（上肢・下肢・体幹・脳原性運動機能）不自由、

内部障がいなどに分けられ、さらにその障がいの程度により１級から７

級（ただし、７級の障がい（肢体不自由）が１つのみでは手帳交付の対

象となりません。）までに区分されます。

◎手帳の申請・届出に必要な書類

住所・氏名が変わったとき ○
手帳を紛失したとき ○

申請・届出の種類
手続きに必要なもの

診 断 書 写 真 手 帳
新規に申請するとき ○ ○
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本人が死亡したとき ○

※１　申請書・診断書の様式は、「厚岸町保健福祉総合センタ
　　ーあみか２１」にあります。
※２　写真は、縦４㎝×横３㎝ のものが必要になります。
※３　新規に申請する場合、以下の機関で判定を受ける必要が
　　あります。
　　　18歳未満の方 ・・・ 児童相談所（事前に相談すること
　　　　　　　　　　　 　  をお勧めします）
　　　18歳以上の方 ・・・ ①北海道立心身障害者総合相談所
　　　　　　　　　　　　　（年３～４回の巡回相談で判定）
　　　　　　　　　　　　　②日程及び申し込みなどは、「厚
　　　　　　　　　　　　　岸町保健福祉総合センターあみか
　　　　　　　　　　　　　２１内保健福祉課障がい福祉係」
　　　　　　　　　　　　　まで。
　　　　　　　　　　　　　電話：０１５３-５３-３３３３

手帳を紛失したとき ○
手帳を破損したとき ○ ○

新規に申請するとき ○
住所・氏名が変わったとき ○

療
り ょ う

　育
い く

　手
て

　帳
ち ょ う

　様々な原因によって、ものの名前を覚えたり、計算したり、筋道をた

てて考えたり、想像したりするなどの知的能力が年齢とともに進歩して

いかない、いわゆる知的障がいを持つと判定された人や知的障がいを伴

う自閉症など、精神面の発達障がい、遅滞がある人に対し、各種制度・

サービスを受け易くするために交付され、障がいの程度により「Ａ」

（最重度・重度）、「Ｂ」（中度・軽度）に区分されます。

　なお、療育手帳には、一部の方を除いて有効期間があり、手帳に記載

されている次回判定日前に再度判定を受ける必要があります。

◎手帳の申請・届出に必要な書類

申請・届出の種類
手続きに必要なもの

写 真 手 帳
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　      精神障害者保健福祉手帳
せ い し ん し ょ う が い し ゃ ほ け ん ふ く し て ち ょ う

写真 手帳
○

○
○ ○

○
○
○ ○

○

　

※１　申請書・診断書の様式は、「厚岸町保健福祉総合センターあみか

　　２１」にあります。
※２　写真は、縦４㎝×横３㎝ のものが必要になります。
※３　診断書は、精神保健指定医その他精神障がいの診断または治療

  　 に従事する医師が作成したものが必要です。
※４　精神障がいにより障害年金を受給している方は、以下の書類を

      提出すれば診断書の提出を省略できます。

　　　①年金証書等の写し

　　　②釧路年金事務所あての同意書

手帳の破損 ○
本人が死亡 ○

住所・氏名等変更 ○
手帳の紛失 ○

新規申請 ○ ○(※４) 診断書について
は、下記の「※
４」のとおり。

更新申請 ○ ○(※４)
障害等級の変更 ○ ○(※４)

　統合失調症、認知症、そううつ病、非定型精神病、てんかん、中毒性

精神病、器質精神病、その他の精神疾患を有する人のうち、精神障がい

のために長期にわたって日常生活または社会生活への制約がある人を対

象に交付され、障がいの程度により１級から３級までに区分されます。

ただし、知的障がいは療育手帳制度の対象となるので含まれません。

　また、この手帳には２年間の有効期間があり、２年ごとに更新が必要

です。

◎手帳の申請・届出に必要な書類

申請・届出の種類
手続きに必要なもの

申 請 書 診 断 書 その他

障害者手帳アプリ【ミライロID】をご存じですか

株式会社ミライロが提供する障害者手帳アプリ「ミライロID」を、スマートフォン等にダウンロードし、手帳情報と有料道

路の割引適用に必要な情報を登録しておくことで、スマートフォン等の画面を提示して障害者手帳の提示に代えることが

できるようになりました。障害者手帳アプリで証明できる場所やサービスが拡大しています。

詳しくはアプリのホームページをご確認ください。

●ミライロIDに関する問合せ：https://help.mirairo-id.jp/hc/ja/requests/new

●ミライロID利用の流れ

①アプリを起動・登録（登録確認に３営業日必要です）

②手帳情報を表示

③画面を提示
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　原因が不明で治療方法が確立しておらず、かつ当該疾病にかかること

により長期療養を必要とするものなど、いわゆる「難病」の人は、「障

害者手帳」をお持ちでなくても、 障害者総合支援法に定める対象疾病

に罹患していることがわかる証明書（診断書など）で、障害福祉サービ

ス等の必要な生活支援を受けることができます。

　　　難病
な ん び ょ う

の人

ご存知ですか？【難病の人の医療費助成】

「難病」のうち、厚生労働大臣が定める疾病を「指定難病」といいます。

「指定難病」は、治療が難しく、かつ、その医療費も高額になるため、

「難病の患者に対する医療費等に関する法律（難病法）」に基づいて、

医療費や訪問看護などの介護費用の助成が受けられます。

※厚生労働大臣が定める「指定難病」の種類は、【厚生労働省 指定難

病】でインターネット検索できます。

対象者

（１）北海道内に居住している、指定難病に罹患している人のうち、

次のいずれかを満たしている人

①厚生労働大臣が定める重症度分類に該当する

②指定難病に係る治療で、申請のあった月の１２ヶ月以内に

医療費が33,330円を超える月が３月以上（軽症高額基準

該当）

※詳しくは、主治医にご相談ください。

手続き先：北海道保健福祉部健康安全局地域保健課手当支給係

電話番号：011-206-6028（札幌市中央区北３条西６丁目）
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◆手帳を新規に交付された場合

○給与所得者・・・毎年、年末調整時（１２月頃）に勤務先の担当者に申告する。

○自己申告者・・・毎年、確定申告時（２月１６日～３月１５日）・町民税申告
　　　　　　　　 （３月１５日まで）に役場税務課または、税務署に申告する。
※すでに手帳を持っているが未申告の場合、随時申告する。

◆障害者控除対象者認定について

　６５歳以上で各種障害者手帳を所持していない人でも、障害者手帳と同程度の障が
いがあるため、身体障がい者または知的障がい者に準ずる者として町長が認定し『障
害者控除対象者認定書』の交付を受けると、「障害者控除」または「特別障害者控
除」の対象となります。
※障害者手帳をお持ちの人は、この認定を受ける必要はありません。

◆住宅のバリアフリー改修促進税制について

　平成２６年４月１日から令和７年１２月３１日までの間に、【５０歳以上の人、介
護保険の要介護認定・要支援認定を受けている人、各種手帳のいずれかを所持する人
など】が居住する住宅について一定の要件に該当するバリアフリー改修工事を含む増
改築等工事を行った場合、現行の住宅リフォーム・ローン減税制度と、住宅のバリア
フリー改修促進税制を選択することができ、所得税額の特別控除を受けることができ
ます。

住民税の場合
３０万円控除

同居特別
障害者扶養

控除

　同居の親族が特別障害者（上記と同じ）の場
合、特別障害者控除の額に加算

所得税の場合
特別障害者控除に
３５万円を加算

住民税の場合
特別障害者控除に
２３万円を加算

住民税の
非課税限度額

身体障害者手帳
療育手帳
精神障害者保健福祉手帳
のいずれかを所持している人

前年の合計所得金額が
１３５万円以下の場合は

非課税となります。

１

所

得

控

除

障害者
控除

身体障害者手帳３～６級
療育手帳「Ｂ」
精神障害者保健福祉手帳２、３級
のいずれかを所持している人

所得税の場合
２７万円控除所 得 税

・
住 民 税 住民税の場合

２６万円控除

特別
障害者
控除

身体障害者手帳１、２級
療育手帳「Ａ」
精神障害者保健福祉手帳１級
のいずれかを所持している人

所得税の場合
４０万円控除

税　金　の　優　遇　措　置
項　　目 控除等の内容・対象者

～  1 ～
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手続先電話番号
◎　役場税務課課税係　　　 ：０１５３－５２－３１３１
◎　役場税務課資産税係　　 ：０１５３－５２－３１３１
◎　釧路総合振興局（釧路市浦見２丁目２番５４号）
　　　　　　　　　　　　　納税課収納管理係 　  　 ：０１５４－４３－９１７４
　　　　　　　　　　　　　課税課事業税間税係　　 ：０１５４－４３－９１６１　
◎　釧路税務署（釧路市幸町１０－３）
　　　　　　　　　　　　　 ：０１５４ー３１－５１００（※自動音声で受信されます）
　　　　　　　　　　　　　※「１」を選択して お問い合わせてください。　
　

４

釧路税務署

相 続 税 ①障害者控除の場合
１０万円×（８５歳－障がい者の年齢）を控除します
②特別障害者控除の場合
２０万円×（８５歳－障がい者の年齢）を控除します
（対象者は所得税・住民税と同じ）

５

税務課資産税係

固 定 資 産 税 ①６５歳以上の人
②介護保険法の要介護（支援）認定を受けている人
③身体障害者手帳所持者
④療育手帳所持者
⑤精神障害者保健福祉手帳所持者
　上記のいずれかに該当する人が居住する新築後１０年を経
過し、改修後の床面積が５０㎡以上２８０㎡以下の住宅等
（賃貸住宅は除く）について、令和８年３月３１日までに、
一定の要件に該当するバリアフリー改修工事等を行った場
合、当該家屋に翌年度課税される税額（１００㎡に相当する
税額）の３分の１を減額します。
　ただし、この減額措置は１回限りです。
　また、改修後３ヵ月以内に手続き（申告）する必要があり
ます。
　対象となる工事の要件や該当する家屋の詳細な内容につい
ては、お問い合わせください。

２ （普通乗用車）
釧路総合振興局

納税課
収納管理係　

（軽自動車）
厚岸町　

税務課課税係

自 動 車 税
お よ び
軽 自 動 車 税
種 別 割

・
環 境 性 能 割

　障がい者本人、障がい者と生計を同一にする人または障が
い者の常時介護者が所有し、主にその障がい者の通院などの
ために使用する自動車について、各税が減免されます。　
　ただし、障がいの程度や自動車の使用状況などにより、対
象とならない場合がありますので、手続先へお問い合わせく
ださい。

３ 　障がい者が営む事業で、控除前の事業所得とその他の所得
の合計金額が３１０万円以下の場合は、最高で7,500円減免
されます。

釧路総合振興局
課税課事業税間税係

個 人 事 業 税

　重度の視覚障がい者が、あんま・マッサージまたは指圧、
はり、きゅう、柔道整復その他の医業に類する事業を行って
いる場合は、非課税となります。

項　　　目 控除・減免の内容・対象者 手続先
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手続先電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　”
◎　役場町民課保険医療係　　 ：０１５３－５２－３１３１

６

 町民課
保険医療係

後 期 高 齢 者
医 療 制 度

７５歳以上の人は全員後期高
齢者医療制度の対象ですが、

６５～７４歳の人でも次のい
ずれかに該当する場合は、
後期高齢者医療制度の対象と
なります。

①身体障害者手帳１級、２
　級、３級または４級の一部
②療育手帳「Ａ」
③精神障害者保健福祉手帳１
　級、２級
④障害年金受給者の一部

※後期高齢者医療制度へ移ら
　ないこともできます。

医療費が１割負担になります。
　
※令和４年10月１日から、
　一定以上の所得のある人は、
 医療費が２割負担になります。
　
　現役並み所得者の医療費は、
　３割負担のままです。

７
重 度 心 身
障 害 者
医 療 費
助 成

①身体障害者手帳１級、２級
　または、３級の一部（心臓
   ・じん臓・肝臓・呼吸器・
    ぼうこう・直腸・小腸・
    ヒト免疫不全ウイルスに
    よる免疫の機能の障がい）

②療育手帳「Ａ」

③精神障害者保健福祉手帳
　「１級」

※65歳以上の人は、後期高齢
　者医療制度への加入が必要
　です。

●課税世帯…１割負担

●非課税世帯…初診時一部負担金
　　　　　　　のみ負担

●１８歳以下…無料
（扶養親族に該当しない人、婚姻し
ている人は対象外となります）
【１８歳に達した日以後の最初の３
月３１日までが対象です。】

※ただし、所得制限があります。

※精神障害者保健福祉手帳１級
　の対象者の場合、入院での
　医療費助成は行いません。

医療費・通院交通費などの助成制度
項目 対象者 内容 手続先

～  3 ～



目次

１１

◆精神通院

　精神疾患を持ち、その精神
障がいのために通院治療が必
要な人

　医療費が１割負担になります。
　なお、世帯の所得状況などに応じ
て、自己負担上限額がもうけられま
す。

　自立支援医療費の給付は、指定さ
れた医療機関での医療に限られてい
ます。
　
　更生医療・育成医療については、
角膜移植術、人工関節置換術、人工
透析療法など、対象となる医療が決
められています。

　詳しくは、手続先または医療機関
にお問い合わせください。

自 立 支 援
医 療 費 の
給 付

◆更生医療

　身体障害者手帳を所持し、
治療により障がいの程度が軽
くなることが期待できる
１８歳以上の人

◆育成医療

　身体に障がいがあったり、
今ある疾患を放置すると将来
障がいになると認められ、確
実な治療効果が期待できる 
１８歳未満の人

９

じ ん 臓 機 能
障 害 者 通 院
交 通 費 助 成

　じん臓機能障がいによる身
体障害者手帳を所持し、北海
道内の医療機関で人工透析療
法を受けている人

  北海道内の医療機関で人工透析療
法を受ける場合に、通院距離・回数
に応じて交通費の一部を助成しま
す。

（北海道支給分と厚岸町支給分があ
り、道支給分は所得制限がありま
す。）

１０

難 病 患 者 等
援 護 旅 費
助 成

  指定難病及び特定疾患の治療
のために町外の医療機関に通
院しなければならない人

　町外の医療機関で治療を受ける場
合に、通院手段・回数に応じて交通
費・宿泊費の一部を助成します。

項目 対象者 内容 手続先

８

保健福祉課
障がい福祉係

精 神 障 害 者
医 療 費 助 成

　精神疾患を持ち、その精神
障がいのために入院治療を受
けている人

　自己負担額の３割を助成します。
（自己負担額が高額療養（医療）費
負担限度額を超える場合は、当該負
担限度額の３割を助成）
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4
6,116,000円

（約8,129,000円）
7,175,000円

（約9,225,000円）

5
6,496,000円

（約8,546,000円）
7,388,000円

（約9,438,000円）

2
5,356,000円

（約7,284,000円）
6,749,000円

（約8,799,000円）

3
5,736,000円

（約7,707,000円）
6,962,000円

（約9,012,000円）

所得額
（参考：収入額の目安）

0
4,596,000円

（約6,420,000円）
6,287,000円

（約8,319,000円）

1
4,976,000円

（約6,862,000円）
6,536,000円

（約8,586,000円）

１３

保健福祉課
障がい福祉係

特 別 児 童
扶 養 手 当

　２０歳未満で、一定基準以
上の障がいのある児童を養育
している保護者に支給されま
す。

（所得制限があるほか、児童
が施設入所等している場合や
障害年金等を受給できる場合
は支給されません。）

月額
●１級　５６,８００円
●２級　３７,８３０円

◆年３回に分けて支給されます。
① ４月11日払い（12月～3月分）
② ８月８日払い（4月～7月分）
③ 11月11日払い（8～11月分）

所得制限限度額表（単位：円）

扶養親族等の数
受給資格者 配偶者及び扶養義務者

所得額
（参考：収入額の目安）

手当・年金制度
項目 対象者 支給額 手続先

１２

保健福祉課
子育て施策推進係

児 童 扶 養
手 当

『ひとり親家庭』または
『親が重度障がい者の家庭』
であって、
「18歳に達する日以後の最初
の３月31日までの間にある児
童」
または、
「20歳未満で政令で定める程
度の障がいのある児童」を、
扶養している養育者に支給さ
れます。（受給年金や障がい
程度、所得に制限がありま
す。）

月額
●第１子
　４６,６９０円～１１,０１０円ま
で、所得の額に応じて決定されま
す。
●第２子以降
　１１,０３０円～５,５２０円

◆年６回に分けて（奇数月）に支給
　されます。
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手続先

１４

保健福祉課
障がい福祉係

障 害 児
福 祉 手 当

　２０歳未満の日常生活において
常時の介護を必要とする程度の重
度障がい児に支給されます。

（所得制限があるほか、障がい児
が施設入所・長期入院している場
合や障害年金等を受給できる場合
は支給されません。）

月額
　１６,１００円

◆年４回に分けて支給されます。
①  2月払い（11月～1月分）
②  5月払い（2月～4月分）
③  8月払い（5月～7月分）
④11月払い（8月～10月分）

4
5,181,000円

（約7,090,000円）
7,175,000円

（約9,225,000円）

5
5,561,000円

（約7,512,000円）
7,388,000円

（約9,438,000円）

2
4,421,000円

（約6,203,000円）
6,749,000円

（約8,799,000円）

3
4,801,000円

（約6,668,000円）
6,962,000円

（約9,012,000円）

１５

0
3,661,000円

（約5,252,000円）
6,287,000円

（約8,319,000円）

1
4,041,000円

（約5,728,000円）
6,536,000円

（約8,586,000円）

特 別 障 害
者 手 当

　２０歳以上で、２つ以上の重度
障がいを合わせもつなどのため、
日常生活において常時特別の介護
を必要とする程度の人に支給され
ます。

(所得制限があるほか、本人が施
設入所・長期入院している場合は
支給されません。）

月額
　２９,５９０円

◆年４回に分けて支給されます。
①  2月払い（11月～1月分）
②  5月払い（2月～4月分）
③  8月払い（5月～7月分）
④11月払い（8月～10月分）

所得制限限度額表（単位：円）

扶養親族等の数
受給資格者 配偶者及び扶養義務者

所得額
（参考：収入額の目安）

所得額
（参考：収入額の目安）

項目 対象者 支給額
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１７

釧路年金事務所

障 害 厚 生
年 金

　厚生年金、共済年金などに
加入している間に障がいを持
ち、一定期間以上保険料を納
めている人

年額
●１級　７７９,７５０円（※）
　　　　（昭和３１年４月２日以降
　　　　　生まれ）
●１級　７７７,５００円（※）
　　　　（昭和３１年４月１日以前
　　　　　生まれ）
●２級　６２３,８００円（※）
　　　　（昭和３１年４月２日以降
　　　　　生まれ）
●２級　６２２,０００円（※）
　　　　（昭和３１年４月１日以前
　　　　　生まれ）
●３級　６２３,８００円
　　　　（昭和３１年４月２日以降
　　　　　生まれ）
●３級　６２２,０００円
　　　　（昭和３１年４月１日以前
　　　　　生まれ）
※その方に生計を維持されている
　65歳未満の配偶者がいるとき
　は、下記の金額が加算されます。
　配偶者加給年金額：239,300円

項目 対象者 支給額 手続先

１６

町民課
保険医療係

障 害 基 礎
年 金

　国民年金加入中に障がいを
持った人、老齢基礎年金未受
給者で６０歳以上６５歳未満
の間に障がいを持った人で一
定期間以上保険料を納めてい
る人
※２０歳前に障がいを持った
　場合は、２０歳になった日
　から支給されます。（障が
　いの程度や所得に制限があ
　ります。）

年額
●１級　１,０３９,６２５円
　　　　（昭和３１年４月２日以降
　　　　　生まれ）
●１級　１,０３６,６２５円
　　　　（昭和３１年４月１日以前
　　　　　生まれ）
●２級　８３１,７００円
　　　　（昭和３１年４月２日以降
　　　　　生まれ）
●２級　８２９,３００円
　　　　（昭和３１年４月１日以前
　　　　　生まれ）
※年金の等級は、障害者手帳の等
　級とは異なります。
※生計維持している人に子がいる
　ときは、加算されます。
・１８歳に到達する年度末までの子
・１級、２級の障がいのある
   　　　　　　　　２０歳未満の子

～  7 ～



目次

手続先電話番号
◎　役場保健福祉課子育て施策推進係　 ：０１５３－５３－３３３３
◎　役場保健福祉課障がい福祉係　 ：０１５３－５３－３３３３
◎　役場町民課保険医療係　 ：０１５３－５２－３１３１
◎　釧路年金事務所（釧路市栄町９－９－２）
　　　　　 ：０１５４－６１－６０００ または  ：０１５４－６１－６００１
     　　　（自動音声が流れたら、「１」を押し、その後「２」を押してください。）
◎　釧路総合振興局保健環境部社会福祉課地域福祉係（釧路市浦見２丁目２番５４号）
　　　　　 ：０１５４－４３－９２５５

１８

釧路総合振興局
保健環境部
社会福祉課
地域福祉係

心 身 障 害 者
扶 養 共 済

　一定の基準以上の障がいの
ある人を扶養している、６５
歳未満の人が加入できます。

　加入者が毎月一定額の「掛金」を
払い込み、加入者が亡くなられたり
重度の障がい者となった場合に、残
された障がい者に対し一生涯年金を
支給します。

・支給額は、一口につき月額２万円
・掛金は、所得控除の対象となり、
　所得税・住民税の軽減になりま
　す。
・掛金は加入者の加入時年齢で
　異なります。
　（月額：9,300円～）
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１９

保健福祉課
障がい福祉係

補 装 具 費
の 支 給
修 理
貸 与

　補装具とは、身体障がい者
が失われた身体機能を補完ま
たは代償するために使われる
用具のことで、市町村から購
入や修理にかかる費用の支給
を受けることができます。

用具種目に該当する身体障害
者手帳を持っている人または
難病等の人が対象となります
が、用具ごとに支給要件があ
りますので、一度ご相談くだ
さい。

　また、用具に定められてい
る基準額を超える額について
も自己負担となります。

○肢体不自由者
　義手、義足、上肢・下肢等装具、
　座位保持装置、車いす、電動車
   いす、歩行器、歩行補助杖

○視覚障がい者
　盲人安全杖、義眼、眼鏡

○聴覚障がい者
　補聴器

○重度重複障がい者
　重度障害者用意思伝達装置

○障がい児
　座位保持いす、起立保持具、
　頭部保持具、排便補助具

◎以下の方は、原則として障害福祉サービスでの補装具給付の対象
　となりません。

・希望する補装具と同じものが、介護保険制度による福祉用具で
　貸与可能な方
　→要介護認定を受けるなどの必要な手続きについては、介護保
　　険担当窓口までご相談ください。

・労災年金などを受給されている方
　→年金事務所などの年金に関する窓口での申請になります。

・病院などから治療材料・訓練用として購入した補装具（治療用
　装具）
　→加入されている健康保険（国保・社保等）の窓口で払い戻し
　　の申請をしてください。

・自費で購入した補装具や同一補装具で２台以上
　→同一補装具でも、使用する目的が違うものは、特例で２台
　　まで支給が認められる場合がありますので、ご相談くださ
　　い。

補装具・日常生活用具について
　既に購入した物については適用になりませんので、必ず購入前に相談・申請を行ってください。
　また、介護認定を受けている人は、用具によっては介護保険制度が優先されます。
　なお、治療のための用具は該当になりません。
※世帯の所得状況により、給付が受けられない場合があります。

項目 対象者 それぞれの障がいに対象となる用具種目 手続先
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◎利用者負担について
町民税課税世帯の方・・・費用総額の１割
　　　　　　　　　　　　（負担上限月額：37,200円）
町民税非課税世帯の方・・・自己負担はありません。
　※世帯の課税状況は、本人と配偶者（18歳未満の障がい児
　　は保護者）で判断します。
生活保護受給世帯の方・・・自己負担はありません。

◎申請に必要なもの
・意見書（新規の場合）
・見積書
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学齢児以上
難病患者等であって、寝たき
りの状態にある者

特殊尿器 67,000円 学齢児以上

１級
下肢または体幹機能障害であ
り、常時介護を必要とする者

難病患者等であって、自力で
排尿ができない者

18歳以上 １級 下肢または体幹機能障害

学齢児～17歳 １・２級
下肢または体幹機能障害、も
しくは重度知的障害

介護・訓練支
援用具

特殊寝台 154,000円 学齢児以上

１・２級 下肢または体幹機能障害

難病患者等であって、寝たき
りの状態にある者

特殊マット 19,600円

【別表】日常生活用具品目・給付要件等一覧表

種目 基準額
給付対象者

対象年齢 対象等級 障がいの種類及び程度

項目 対象者 それぞれの障がいに対象となる用具種目 手続先

２０

保健福祉課
障がい福祉係

日 常 生 活
用 具 給 付

　用具種目に該当する対象者
　用具ごとの給付要件該当

　各種障害者手帳
　難病等の人（診断書等で
　証明）

「利用者負担額」
　原則として用具価格の
　１割負担

※所得等の状況により
　負担上限額が設けられ
　ます。

※用具に定められている基準
　額を超える額は自己負担

※すでに購入してしまった者
   に関しては、対象になりま
   せん。

○肢体不自由者
　特殊寝台、特殊マット、
　入浴担架、入浴補助用具、
　体位変換器、住宅改修等

○視覚障がい者
　拡大読書器、点字器、
　点字タイプライター、点字図書等

○聴覚障がい者
　屋内信号装置等

○呼吸器機能障がい者
　電気式たん吸引器、ネブライザー
   等

○直腸・膀胱機能障がい者
　ストマ用装具等

○知的障がい者
　頭部保護帽、特殊便器等

○その他
　火災警報器、自動消火器等
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4,450円
※手すりを付
ける場合は、
5,400円追

加

学齢児以上

１・２級 下肢または体幹機能障害

難病患者等であって、常時介
助を必要とする者

難病患者等であって、下肢ま
たは体幹機能障害がある者

自立生活支援
用具

入浴補助用具 90,000円 3歳以上

下肢または体幹機能障害であ
り、入浴に介助を必要とする
者

難病患者等であって、入浴に
介助を必要とする者

便器

介護・訓練支
援用具 入浴担架 82,400円 3歳以上 １・２級

下肢または体幹機能障害であ
り、入浴に介助を必要とする
者

訓練いす 33,100円 3歳～17歳 １・２級 下肢または体幹機能障害

訓練用ベッド 159,200円 学齢児以上

１・２級 下肢または体幹機能障害

下肢または体幹機能障害であ
り、他人の介助を必要とする
者

難病患者等であって、寝たき
りの状態にある者

移動用リフト 159,000円 3歳以上

１・２級 下肢または体幹機能障害

難病患者等であって、下肢ま
たは体幹機能障害がある者

体位変換器 15,000円 学齢児以上

１・２級

種目 基準額
給付対象者

対象年齢 対象等級 障がいの種類及び程度
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難病患者等であって、下肢に
障害がある者

木製
2,310円

※夜光材付は
430円追加、
全面夜光材付
は1,260円追
加、白色また
は黄色ラッ
カー塗装は
273円追加

学齢児以上
平衡機能障害、下肢または体
幹機能障害軽金属製

3,150円
※夜光材付は
430円追加、
全面夜光材付
は1,260円追
加、白色また
は黄色ラッ
カー塗装は
273円追加

移動・移乗支援
用具

60,000円 3歳以上

平衡機能障害、下肢または体
幹機能障害

自立生活支援
用具

頭部保護帽

レディメイド
でスポンジ・
革が主材料
12,524円

(1)平衡機能障害、下肢また
　 は体幹機能障害などを有
　 し頻繁に転倒する者
(2)知的障害を有し、てんか
    んの発作などにより頻繁
　 に転倒する者

レディメイド
でスポンジ、
革、プラス

チックが主材
料

30,282円

オーダーメイ
ドでスポン

ジ・革が主材
料

15,656円

オーダーメイ
ドでスポン

ジ、革、プラ
スチックが主

材料
37,852円

歩行補助杖（Ｔ
字状・棒状つ
え）

種目 基準額
給付対象者

対象年齢 対象等級 障がいの種類及び程度
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自動消化器 28,700円

１・２級

次のいずれかの要件を満たし
ている者。ただし、火災発生
の感知及び非難が著しく困難
な障害者等のみの世帯及びこ
れに準ずる世帯に限る。
(1)障害の程度が２級以上の
　 身体障害者または身体障
    害児
(2)児童相談所または知的障
    害者更生相談所において
    知的障害者または知的障
    害児として判定された者
    のうち障害の程度が重度
    または最重度である者
(3)精神障害者保健福祉手帳
    の交付を受けた者

難病患者等であって、身体機
能の低下または視力の障がい
により消火活動が困難である
者

(1)上肢機能障害
(2)重度または最重度の知的
    障害

難病患者等であって、上肢機
能に障害がある者

火災警報器

15,500円
※同一世帯へ
の給付は２台
を限度として

います。

１・２級

次のいずれかの要件を満たし
ている者。ただし、火災発生
の感知及び非難が著しく困難
な障害者等のみの世帯及びこ
れに準ずる世帯に限る。
(1)障害の程度が２級以上の
　 身体障害者または身体障
    害児
(2)児童相談所または知的障
    害者更生相談所において
    知的障害者または知的障
    害児として判定された者
    のうち障害の程度が重度
    または最重度である者
(3)精神障害者保健福祉手帳
    の交付を受けた者

自立生活支援
用具

自動車運転補助
用具
（ハンドコント
ロール）

110,000円
※運転免許
証を所持し
ている者

１・２級 下肢または体幹機能障害

特殊便器 151,200円 学齢児以上

１・２級

種目 基準額
給付対象者

対象年齢 対象等級 障がいの種類及び程度
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非常用電源装置 120,000円

在宅の人工呼吸器、酸素濃縮
器などの生命・身体機能の維
持に必要な電気式の医療機器
を日常的に使用している者

パルスオキシ
メーター

157,500円

呼吸器機能障害、心臓機能障
害または同程度の身体障害者
であって、医師から当器具が
必要と診断された者

パルスオキシ
メーター測定セ
ンサー

64,800円
測定センサーが必要であると
医師の診断書により確認でき
る者

在宅療養等支
援用具

盲人用体重計 18,000円 学齢児以上 １・２級
視覚障害者のみの世帯及びこ
れに準ずる世帯

盲人用血圧計 15,000円 学齢児以上 １・２級
視覚障害者のみの世帯及びこ
れに準ずる世帯

酸素ボンベ運搬
車

17,000円
呼吸器機能障害を有し、医療
保険における在宅酸素療法を
行う者

盲人用体温計 9,000円 学齢児以上 １・２級
視覚障害者のみの世帯及びこ
れに準ずる世帯

電気式たん吸引
器

56,400円 学齢児以上

１・２・３級
呼吸器機能障害または同程度
の障がいがある者

難病患者等であって、呼吸器
機能に障害がある者

じん臓機能障害

ネブライザー 36,000円 学齢児以上

１・２・３級
呼吸器機能障害または同程度
の障がいがある者

難病患者等であって、呼吸器
機能に障害がある者

保護ブーツ 23,000円
下肢及び体幹機能障害であ
り、下肢装具の装着または車
いすを常用している者

透析液加温器 51,500円 3歳以上 １・２・３級

視覚障害

聴覚障害者用屋
内信号装置

87,400円 学齢児以上 １・２級
聴覚障害者のみの世帯及びこ
れに準ずる世帯

自立生活支援
用具 電磁調理器 41,000円 18歳以上 １・２級

視覚障害者のみの世帯及びこ
れに準ずる世帯、重度または
最重度の知的障害者

歩行時間延長信
号機用小型送信
機

7,000円 学齢児以上 １・２級

種目 基準額
給付対象者

対象年齢 対象等級 障がいの種類及び程度
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視覚障害

点
字
器

標準型

真鍮板製
10,712円

視覚障害を有し、点字器を必
要とする者

プラスチック製

6,798円

携帯型

アルミニウム製

7,416円

プラスチック製

1,699円

音声式
13,300円

視覚障害者用拡
大読書器

198,000円 学齢児以上
本装置により文字等を読むこ
とができるようになる視覚障
害者

盲人用時計

触読式
10,300円

１・２級 視覚障害

１・２級
上肢障害または視覚障害があ
り、パソコンの操作が困難な
者

点字ディスプレ
イ

383,500円 学齢児以上 １・２級

視覚障害１級及び２級で必要
と認められる者（ただし、視
覚障害２級においては、聴覚
障害２級以上との重複に限
る）

障がいの種類及び程度

情報・意思疎
通支援用具 携帯用会話補助

装置
98,800円 学齢児以上

音声機能障害、言語機能障害
または肢体不自由者（児）で
あって、発声・発語に著しい
障害がある者

情報・通信支援
用具

100,000円
※給付は１回

限り
学齢児以上

再生専用機
35,000円

視覚障害者用活
字文書読上げ装
置

99,800円 学齢児以上 １・２級 視覚障害

点字タイプライ
ター

63,100円 １・２級 視覚障害

視覚障害者用
ポータプルレ
コーダー

録音再生機
85,000円

学齢児以上 １・２級

種目 基準額
給付対象者

対象年齢 対象等級
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点字図書
※厚生労働大
臣が必要と認

めた額

主に情報の入手を点字によっ
ている視覚障害者

情報・意思疎
通支援用具 聴覚障害者用通

信装置
71,000円 学齢児以上

聴覚障害または発声・発語に
著しい障害を有し、コミュニ
ケーション、緊急連絡等の手
段として必要と認められる者

福祉電話（貸
与）

83,300円 １・２級

聴覚障害２級以上または障害
等級２級以上の身体障害者手
帳を有する外出困難な者で
あって、現に電話または
ファックスを保有せず(貸与
されておらず)、コミュニ
ケーション、緊急連絡等の手
段として必要性があると認め
られる障害者等のみの世帯及
びこれに準ずる世帯に属する
者

音声拡聴器・助
聴器

38,200円 学齢児以上 聴覚障害

本装置によりテレビの視聴が
できるようになる聴覚障害者

人
工
喉
頭

笛式

5,150円
※気管カ

ニューレ付き
は、3,193

円追加
喉頭摘出者

電動式

72,203円
※気管カ

ニューレ付き
は、3,193

円追加

聴覚障害者用情
報受信装置

88,900円

種目 基準額
給付対象者

対象年齢 対象等級 障がいの種類及び程度
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収尿器

男性用普通型
7,931円

排尿のコントロールが困難な
膀胱機能障害者

男性用簡易型
5,871円

女性用普通型
8,755円

女性用簡易型
6,077円

ストマを造設した膀胱機能障
害者

紙おむつ等
12,000円
※１ヵ月分

3歳以上 １・２級

次の３点のいずれかに該当す
る者
(1)直腸または膀胱機能障害
　 を有し、ストマの著しい
    変形若しくはストマ周辺
    の著しい皮膚のびらんの
    ためストマ用装具の使用
    が困難な者
(2)直腸または膀胱機能障害
    を有し、先天性疾患(先天
    性鎖肛を除く。)に起因す
    る神経障害による高度の
    排尿機能障害または高度
    の排便機能障害のある者
    及び先天性鎖肛に対する
    肛門形成術に起因する排
    便機能障害のある者
(3)概ね３歳未満の乳幼児期
    に発現した疾病等によ
    り、肢体不自由または脳
　 原性運動機能障害の身体
    障害者手帳を所持し、排
    尿または排便の意思表示
　 及び排泄行為そのものが
    困難であり、かつ、全身
    性の障害のある者

障がいの種類及び程度

排泄管理支援
用具 ス

ト
マ
用
装
具

蓄便袋
8,858円

※１ヵ月分
ストマを造設した直腸機能障
害者

蓄尿袋
11,639円
※１ヵ月分

種目 基準額
給付対象者

対象年齢 対象等級
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住宅改修費 居宅生活動作補
助用具

200,000円
※住宅改修費
の給付は、１
住宅につき原

則１回

学齢児以上 １・２・３級

次のいずれかの要件を満たし
ている者
(1)下肢、体幹または乳幼児
　 期以前の非進行性脳病変
    による運動機能障害の程
    度が３級以上である身体
    障害者または身体障害児
(2)特殊便器への取替えをす
    る場合に限り、上肢障害
    の程度が２級以上の身体
    障害者または身体障害児
　 であって、学齢児以上の
    者

難病患者等であって、下肢ま
たは体幹機能に障害がある者

種目 基準額
給付対象者

対象年齢 対象等級 障がいの種類及び程度
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２３

　料金支払時ま
たは定期券購入
時に、各障害者
手帳を提示して
ください。

バ ス 運 賃
割 引

◎介護人が同行する場合
　・第１種の身体障害者手帳
　・療育手帳「Ａ」
　　とその介護人（１人）

◎単独で乗車する場合
　身体障害者手帳、療育手帳
　精神障害者保健福祉手帳

割引率５割（定期券の場合３割）

　精神障害者保健福祉手帳所持者に
対する割引は、行ってないバス会社
もあります。詳しくは、利用するバ
ス会社にお問い合わせください。
※くしろバスについては、単独で乗
   車する場合のみ精神障がい者につ
   いても割引を行っています。

◎単独で乗車する場合
　身体障害者手帳
　療育手帳
　精神障害者保健福祉手帳

割引率５割
　ただし、片道１００ｋｍを超える
場合のみ割引になります。

２２

　航空券を取り
扱っている窓口
に、各種手帳を
提示し購入して
ください。

航 空 運 賃
割 引

　満１２歳以上で、身体障害
者手帳、療育手帳または精神
障害者保健福祉手帳の所持者
とその介護人(１人)
※一部対象者が違う航空会社
　が有りますので、詳しくは
　利用する航空会社にお問い
　合わせください。

　割引率は、各航空会社及び路線に
より異なります。
　詳しくは、利用する航空会社にお
問い合わせください。

※割引を受けることができるの
　は、国内に本社のある航空会社
　の国内線のみです。

交通機関の割引・助成制度
項目 対象者 内容 手続先

２１

ＪＲの乗車券を
取り扱っている
窓口に、
障がい者手帳を
提示し購入して
ください。

Ｊ Ｒ 運 賃
割 引

◎介護人が同行する場合
・第１種の身体障害者手帳
・療育手帳「Ａ」
・第１種精神障害者保健福
　祉手帳
　とその介護人（１人）

・１２歳未満の第２種身体
　障害者手帳もしくは第２
　種精神障害者保健福祉手
　帳または療育手帳「Ｂ」
　所持者で、定期券を利用
　する場合には、その介護
　人（１人）も割引されま
　す。

割引率５割

　介護人については、障がい者本人
が購入する乗車券の種類と同一の場
合に割引されます。

※割引される乗車券は、普通乗車
　券、定期券、回数券、急行券
  (特急券を除く)
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２４

  乗車時または
購入時に、各障
害者手帳を提示

厚 岸 町
デ マ ン ド バ ス
使 用 料 割 引

・
ス ク ー ル バ ス
の 住 民 利 用
使 用 料 割 引

◎介護人が同行する場合
　・第１種の身体障害者手帳
　・療育手帳「Ａ」
　　とその介護人（１人）

◎単独で乗車する場合
　身体障害者手帳、療育手帳
　精神障害者保健福祉手帳

割引率５割（定期券の場合３割）

※デマンドバスは町民課自治振興
　係、スクールバスは教育委員会
　学校教育係に問い合わせくださ
   い。

 問合せ先
◎　役場町民課自治振興係　 ：０１５３－５２－３１３１
◎　教育委員会学校教育係　 ：０１５３－５２－３１３１

項目 対象者 内容 手続先
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手続先電話番号
◎　役場保健福祉課地域支援係　　 ：0153-53-3333
◎　役場保健福祉課障がい福祉係　 ：0153-53-3333

２９

障 害 児 通 所
交 通 費 助 成

　児童発達支援、放課後デイ
サービスに通所する児童を、
通所先まで送迎する保護者

　施設に通所する場合に、自宅から
の距離・回数に応じて交通費の一部
を助成します。

３０

精 神 障 害 者
通 所 交 通 費
助 成

　町外の障害福祉サービス事
業所や地域活動支援センター
などに通所している精神障が
い者

　施設などに通所する場合に、自宅
からの距離・回数に応じて交通費の
一部を助成します。

２７

保健福祉課
地域支援係

または
障がい福祉係

福 祉 交 通
回 数 券

次のいずれかに該当する人
①４月１日現在７０歳以上
②身体障害者手帳１、２級
③療育手帳
④精神障害者保健福祉手帳

※①の要件に該当する人で、
　②・③・④のいずれかの要
　件に該当した場合、２冊交
　付が受けられます。

次の交通機関で利用できる
回数券１冊８,000円分を交付しま
す。　
・厚岸町内のハイヤー
・介護タクシー
・スクールバス
・デマンドバス
・くしろバス
　（国泰寺線、厚岸・釧路線、買物
　循環線のみ）
・JR乗車券の購入（花咲線のみ）
  （交付した年度の末日まで有効）　
　２８

保健福祉課
障がい福祉係

障 害 児 援 護
旅 費 助 成

　町外の施設・学校などに入
所している障がい児とその保
護者

　入所している施設・学校などから
一時帰省する場合に、自宅までの距
離に応じて交通費・宿泊費を助成し
ます。

２６
　事前に障害者手帳に証明を受け、
　料金所で提示　割引率　５割

　ＥＴＣで割引をうける場合には、
   登録に2週間ほどかかります。

※車種によっては、割引対象外
　となります。（業務用、レンタ
   カーは対象外）

保健福祉課
障がい福祉係

有 料 道 路
（高速道路）
料 金 割 引

◎介護人が運転する場合
　・第１種の身体障害者手帳
　・療育手帳「A」を乗せて
　　運転する介護人

◎本人が運転する場合
　身体障害者手帳の所持者

項目 対象者 内容 手続先

２５
乗車時に障害者
手帳を提示

タ ク シ ー
運 賃 割 引

　身体障害者手帳
　療育手帳の所持者

　割引率　１割
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②　障害支援区分を決定

　障害支援区分については、認定調査と併せて主治医等による医師意見書により勘案すべき事項を踏
まえ、厚岸町障害支援区分等審査会で審査判定を行い決定します。
　障がいの程度により、区分１（軽度）から区分６（重度）に区分され、非該当となったり、区分に
よっては一部利用できないサービスもあります。
※児童や「訓練等給付」には、障害支援区分の認定は必要ありません。

③　支給を決定

　申請書類、障害支援区分認定調査（区分認定）、利用計画案をもとにサービスの利用を決定しま
す。利用の決定と併せて、受給者証を送付します。
　なお、利用者負担については、原則として　利用したサービス費用の１割負担となりますが、市町
村民税の課税状況、収入額、預貯金額等の状況により、負担額が大きくならないように１ヶ月あたり
の負担上限額が設けられます。

④　契約後、サービスの利用開始

　利用計画を作成する相談支援事業所、サービスを提供する事業所と契約のうえ、サービスのご利用
が可能になります。

障　害　福　祉　サ　ー　ビ　ス
◆障害福祉サービスの種類・利用手続などについて
①介護給付
　日常生活を営むうえで、介護が必要な人に対して支援を行うもので、次のサービスがあります。

　【居宅介護・重度訪問介護・重度障害者等包括支援・同行援護・行動援護・生活介護・
　　療養介護・短期入所・施設入所支援】

②訓練等給付
　自立生活を営むための訓練や就職につながる支援を行うもので、次のサービスがあります。
　【自立訓練・就労移行支援・就労継続支援・就労定着支援・共同生活援助・自立生活援助】

③地域相談支援給付
　施設入所者や精神科病院に入院している人が、地域生活をするための相談や支援を行うもの
　で、次のサービスがあります。
　【地域移行支援・地域定着支援】

※サービスの申請・相談窓口は、保健福祉課　障がい福祉係です。
※平成２５年４月から障がい者の範囲に難病等の人が加わり、障害福祉サービスの対象となりま
　した。

①　調査を行い、利用サービスの決定

　申請後、職員が自宅や施設に訪問し、認定調査を行います。また、サービスの種類や支給量と言っ
た利用計画案を指定相談支援事業所に担当していただき、作成する必要があります。
【申請に必要な物】
印鑑、障害者手帳等の障がいを持っていることが分かるもの（難病等の人は診断書または特定疾患医
療受給者証等）、世帯の収入や課税状況が分かるもの、マイナンバーが分かるもの
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同 行 援 護

３８

短 期 入 所 　障害支援区分１以上の
人

　自宅で介護をする人が病気などの理由で介護ができない
場合などに、一時的に夜間も含め、施設で入浴、排泄、食
事などの介護を行います。

３６

生 活 介 護 　障害支援区分３以上
　50歳以上の人は、区
分２以上で、常に介護を
必要とする人

　施設への通所により、昼間、入浴、排泄、食事などの介
護を行うとともに、創作的活動または生産活動の機会を提
供します。

３７

療 養 介 護 　障害支援区分５以上
で、医療と常時介護を必
要とする人

　医療機関で、機能訓練、療養上の管理、看護、介護、日
常生活のお世話を行います。

３４

行 動 援 護 　障害支援区分３以上
で、自己判断能力が制限
されている人

　行動するときに、危険を回避するために必要な支援、外
出支援を行います。

３５

重 度 障 害 者
等 包 括 支 援

　障害支援区分６で、介
護の必要性がとても高い
人

　居宅介護などの複数の障害福祉サービスを包括的に行い
ます。

３２

重 度 訪 問
介 護

　障害支援区分４以上
で、常に介護を必要とす
る重度の肢体不自由者、
知的障がい者、精神障が
い者

　自宅にホームヘルパーを派遣し、入浴、排泄、食事など
の介護、外出時における移動支援などを総合的に行いま
す。

３３

　視覚障がいのある人で
同行支援アセスメント調
査票により対象となる人
（※身体介護を伴う場合
は、障害支援区分２以上
で調査項目に該当する
人）

　視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する人に外出
時に同行し、移動に必要な情報提供と移動の援護など外出
する際の必要な援助を行います。

項目 対象者 内容

３１

居 宅 介 護
（ヘルパー）

　障害支援区分１以上の
人

　自宅にホームヘルパーを派遣し、入浴、排泄、食事など
の介護、調理、掃除、買い物などの家事の援助、通院の介
助などを行います。
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４８

地 域 定 着
支 援

　緊急時の支援が見込め
ない状況にある障がい者
※地域生活が不安定な人
　を含む

　居宅において単身等で生活する人について、常時の連絡
体制を確保し、障がいの特性によって生じた緊急事態など
の相談や必要な支援を行います。

４６
　一人暮らしを希望する知的障がい者や精神障がい者など
について、本人の力で生活できるよう一定の期間にわた
り、定期的な巡回訪問や随時の対応により、適時のタイミ
ングで適切な支援を行います。

自 立 生 活
援 助

　障害者支援施設やグ
ループホーム等を利用し
ていた障がい者で、１人
暮らしを希望する人

４７

地 域 移 行
支 援

　施設入所している障が
い者、精神科病院に入院
している精神障がい者、
救護施設や刑事施設に入
所している障がい者

　地域における生活に移行するための住居の確保や、その
他の活動に関する相談や必要な支援を行います。

４４

就 労 定 着
支 援

一般就労した障がい者  　最大３年間、一般就労へ移行した障がい者について、就
労の継続を図るために企業・自宅等への訪問や障がい者の
来所により必要な連絡調整や指導・助言等を行います。

４５

障 が い 者
（難病等の人を含む）

　夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や入浴、排
泄、食事の介護、その他日常生活上の援助を行います。

共 同 生 活
援 助
(グループホーム)

就 労 選 択
支 援

４２
　一般企業への就労を希望する人（６５歳未満）に、一定
期間、就労に必要な知識、能力の向上のために必要な訓練
を行います。

就 労 移 行
支 援

４３
　一般企業での就労が困難な人に、働く場を提供するとと
もに、知識、能力の向上のために必要な訓練を行います。
※Ａ型の利用は６５歳未満の人

就 労 継 続
支 援
(Ａ型・Ｂ型)

３９ 　
　障害支援区分４以上

　
施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排泄、食事など
の介護を行います。

施設入所支援

４０

障 が い 者
（難病等の人を含む）

　自立した日常生活、社会生活ができるよう、一定期間、
身体機能、生活能力の向上のために必要な訓練を行いま
す。

自 立 訓 練
（ 機 能 訓 練 ）
（ 生 活 訓 練 ）

４１
　障がい者本人が就労先・働き方について、より良い選択
ができるよう、就労アセスメント（就労能力や適性を客観
的に評価して、本人の強みや課題を明らかにし、就労に当
たって必要な支援や配慮をする）手法を活用して、本人の
希望、就労能力や適性等に合った就労選択の支援を行いま
す。

項目 対象者 内容
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④　契約後、サービスの利用開始

　利用計画を作成する指定障がい児相談支援事業所、サービスを提供する事業所と契約後、サービス
のご利用が可能になります。

①　まずは、ご相談を

　利用を希望するサービスについて、まずはご相談ください。サービス内容についての説明と、対象
となる子についての簡単な聞き取り調査を行い、サービスの利用対象となるかを確認し、申請の手続
をします。

【申請に必要なもの】
印鑑、世帯の収入や課税状況が分かるもの、子と保護者のマイナンバーが分かるもの

②　利用計画の作成

　サービス利用の対象となる場合、どのサービスをどれだけ利用するかといった利用計画案を、「指
定障害児相談支援事業所」（※）と相談して、作成する必要があります。
※指定障害児相談支援事業所とは　どのような組合わせでサービスの利用計画を立案するか、本人、
保護者の希望や状況を聴き取りながら作成します。作成された計画どおりにサービスが利用できてい
るか、定期的に検証していきます。これを「モニタリング」と呼びます。

　利用計画を、保護者の方が自分自身で作成する方法もあり、これを「セルフプラン」と呼びます。
しかし、セルフプランでは、定期的なモニタリングはありません。詳しくは、ご相談ください。

③　サービスの利用決定

　申請書類、聞き取り調査、利用計画案をもとにサービスの利用を決定します。利用の決定とあわせ
て、受給者証を送付します。

障害児通所支援

◆障害児通所支援の種類・利用手続などについて
　
　障害児通所支援は、発達に心配のある子や障がいのある子を対象に、日常生活での基本的な動作の
指導や集団生活への適応訓練を事業所で受ける、日帰りの通所事業です。

※サービスの申請・相談窓口は、「保健福祉課　障がい福祉係」です。
※平成２５年４月から障がい児の範囲に難病等の児童が加わり、障害児通所支援の対象とな
　ります。
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５４
障 害 児 通 所
支 援 利 用 者
負 担 軽 減
措 置

　課税世帯で、町内にあ
る事業所に通所している
障がい児を持つ親

　心身の発達に遅れや障がいのある児童について、障害児
通所支援の利用に係る費用の半分を助成します。
※児童発達支援の利用者のうち、満3歳に達する日以後
　の最初の3月31日までの児童については全額を助成し
　ます。　
※助成を受けるには事前の申請が必要になります。

５３

居 宅 訪 問 型
児 童 発 達
支 援

　重症心身障がいなどの
重度の障がいで障害児通
所支援を受けるための外
出が著しく困難な障がい
児

　居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、
知識技能の付与等の支援を行います。

障害児通所支援に係る助成
項目 対象者 内容

５１
放 課 後 等
デ イ サ ー ビ ス

　療育の必要があると認
められる就学児

　生活能力向上のための必要な訓練、社会との交流の促
進、その他必要な支援を行います。

５２

保 育 所 等
訪 問 支 援

　保育所等を訪問し、専
門的な支援が必要と認め
られる障がい児

　障がい児以外の児童との集団生活への適応のための専門
的な支援などを行います。

児 童 発 達
支 援

　療育の必要があると認
められる就学前児童

　日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付
与、集団生活への適応訓練等を行います。

５０

医 療 型 児 童
発 達 支 援

　肢体不自由があり理学
療法等の機能訓練または
医療的管理下での支援が
必要な障がい児

　児童発達支援及び治療を行います。

項目 対象者 内容

４９
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項目 対象者 内容 手続先

５６

問 合 せ 先
厚岸町教育委員会
通 学 中 の 各 学 校

厚岸町特別支
援教育就学奨
励 費 支 給

　厚岸町立小学校または中
学校の特別支援学級に在籍
する児童・生徒の保護者

※要保護及び準要保護世帯
　に認定され援助を受けて
　いる場合は対象外です。
※世帯の収入状況によって
　は、支給対象とならない
　場合があります。

　学用品費、通学用品費、校外活動費、修
学旅行費などの支援

※学校から案内通知を受けて申請します。

５５

問 合 せ 先
厚岸町教育委員会
通 学 中 の 各 学 校

厚 岸 町 立 学
校 医 療 的 ケ
ア 支 援 事 業

　厚岸町立小学校または
中学校に在籍し、日常的
に医療的ケアを必要とす
る児童

　人工呼吸器や胃ろう等を使用し、喀痰吸
引や経管栄養等の医療的ケアが日常的に必
要な児童生徒について、看護師を配置し、
学校内で医療的ケアを行うことにより、当
該児童生徒の教育を受ける機会の確保及び
自立促進を目的として実施します。

特別支援学級に在籍するお子さんへの支援制度

医療的ケアを必要とするお子さんへの支援制度
項目 対象者 内容 手続先
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移動支援事業

緊 急 時 の
短 期 入 所

手続先電話番号
◎　役場保健福祉課地域支援係　　　　　 ：０１５３－５３－３３３３
◎　あんしんサポートセンターあっけし　 ：０１５３－６８－９９５５（厚岸町社会福祉協議会）
  
◎　社会福祉法人釧路のぞみ協会「ライフサポートさわらび」（釧路市愛国191番地5163）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ：０１５４－３９－５０２１

６１

　身体に障がいがあり、一般
車両での移動が困難な人

　円滑な外出ができるよう移動を支
援します。

６２

　障がい者、難病の人（※）

※短期入所の給付決定をあら
　かじめ受けておくこと。

介護者の急病や、障がいの状態変化
などの事情等により、緊急的に一時
保護施設が必要となった際に、障が
い者支援施設である
「ライフサポートさわらび」の居室
を一時保護施設として確保し活用で
きます。

５９

あんしんサポート
センターあっけし

（厚岸町社会福祉協
議会）

成 年 後 見 制 度
法 人 後 見
支 援 事 業

　認知症、知的障がい、精神
障がいなどの理由で、判断能
力が不十分な人

　家庭裁判所に申立てを行ったうえ
で、家庭裁判所が選任した成年後見
人等（成年後見人・保佐人・補助
人）が、本人に代わって預貯金など
の財産管理や、入院や施設入所に関
する契約などを行います。

６０

保健福祉課　
障がい福祉係

コ ミ ュ ニ ケ ー
ション支援事業
手 話 通 訳 者
派 遣

　聴覚、言語機能、音声機能
等の障がいのため、意思疎通
を図ることに支障がある方

　障がい者とその他の人との意思疎
通を仲介する手話通訳者を派遣する
ことにより、意思疎通の円滑化を図
ります。

５７
保健福祉課

障がい福祉係
相談支援事業 　誰でも相談可能 　各種相談、必要な情報の提供、権

利擁護などの支援を行います。

５８

保健福祉課
地域支援係

成 年 後 見 制
度 利 用 支 援
事 業

　成年後見制度を利用しなけ
れば日常生活に支障がある
が、身寄りがないなどの理由
で、家庭裁判所への申立てが
困難な人

　町長が成年後見制度の利用にあた
り、家庭裁判所への申立てを行いま
す。また、生活保護を受けているな
ど低所得の人には、必要な費用など
を助成します。

地域生活支援事業
◆地域生活支援事業の種類・利用手続などについて

　障がいのある人の能力や適性に応じ、自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、地域
の特性や利用者の状況に応じて、安心して暮らすことができるように、地域生活支援事業として厚岸
町では次の事業を行っています。

項目 対象者 内容 手続先
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訪 問 入 浴
サ ー ビ ス

日 中 一 時

支 援 事 業

６６

厚岸町地域活動
支援センター

地 域 活 動 支
援 セ ン タ ー

　障がい者
　（難病の人を含む）

　町内の地域活動支援センターに
て、障がいのある人が自由に来て、
将来の夢や希望をかなえるための相
談やお手伝いをし、創作活動を進め
ています。

手続先電話番号
◎　厚岸町地域活動支援センター　　 ：０１５３－５２－０５００

　障がいを持っている人 　障がい者等を介護している家族の
休息のため、日中、障害福祉サービ
ス事業所等において、障がい者等に
活動の場を提供する。

６５

声 の 広 報
の 発 行

　視覚障がいのある人 　広報あっけし・議会だよりの内容
を吹き込んだテープまたはＣＤを作
成し発行します。

項目 対象者 内容 手続先

６３

保健福祉課
障がい福祉係

　身体に障がいがあり、寝た
きりの状態で、障害支援区分6
相当の方

　家族の介護では入浴が困難な身体
障がい者等の居宅を訪問し、浴槽を
提供し入浴の介護を行う。

６４

毎月１回、「障害者専門相談窓口」を保健福祉総合センターあみか２１に開設

しています。

この相談窓口は、厚岸町が相談支援事業を委託している地域生活支援セン

ター・ハート釧路から精神保健福祉士などの専門職員が来て、障がいのある人

やその家族などからの相談に応じています。

また、必要に応じて自宅に訪問して相談を受ける、巡回相談も行っています。

サービス利用や制度の相談だけではなく、

日常生活における不安にも適切に相談を受

けることが出来ます。

料金は無料ですので、１人で、また家族だ

けで不安を抱いていたり悩まずに、まず一度

ご相談してみませんか？

日程など、詳しくは「保健福祉課 障がい福祉係」

までお問い合わせください。

「障害者専門相談窓口」でご相談してみませんか？
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自助具の給付

トイレ用トランスファーボード 22,200円 車いすから洋式便座に乗り移る事を容易にするもの

ベット用テーブル 29,500円
ギャッジ・ベットで背を起こした状態のまま使用でき
るもの

排泄環境用具 300,000円
汚物処理に必要なもの（汚物流し等及び配管等関連工
事一式）

難燃性寝具 80,000円
日本防災協会に設置する防災製品認定協会において認
定ラベルが貼付されたもの

空気清浄器 52,500円 室内の空気の消臭殺菌効果のあるもの

入浴用リフト 282,400円 回転、上下運動が可能なもの

洗髪器 16,900円 寝たままの状態で洗髪できるもの

ヘルプハンド 10,500円
手足の不自由な上肢障がいのある人が、ものをつかむ
のに使用できるもの

トイレ付きベット 258,000円 ベットに便器がついたもの

読書スタンド 10,300円 寝たまま読書ができるもの

ページめくり 9,000円
手の不自由な上肢障がいのある人等が読書に使用でき
るもの

６８

　長期の臥床生活を余儀なく
されている重度障害者で次の
全てに該当する人
・身体障害者手帳１級または
２級に該当し、臥床生活中心
であること
・市町村民税非課税世帯

　町が規定する「自助具」の給付種
目のなかで、対象者の日常生活を補
うのに必要である場合に無料で給付
します。
申請により所得状況確認や生活状況
の調査をします。

【別表】自助具給付種目一覧表

種目 基準額 給付対象者及び性能

その他のサービス・制度
項目 対象者 内容 手続先

６７

保健福祉課
障がい福祉係

補 聴 器 購 入
費 等 の 助 成

　身体障害者手帳の交付対象
とならない軽度・中等度の難
聴児と難聴者

　補聴器装用することで効果がある
と医師が証明した場合、医師の処方
に基づき補聴器購入（修理も含む）
費用を助成します。

※助成の割合は、対象者の年齢、所
　得の状況で異なります。
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自 動 車 改 造
費 助 成

７３

　肢体不自由１、２級の身体
障害者手帳を所持し、就労等
に伴い自らが運転する自動車
を改造する必要がある人

　本人が所有し、運転する自動車の
改造に要する費用の一部(上限１０万
円)を助成します。
・助成の対象となる改造は、
　本人が運転するために必要な
　改造（ハンドル、アクセル、ブ
　レーキなど）のみですので、介護
　用の改造（車いすリフトなど）は
　対象となりません。

福祉機器の
貸　　　与

　身体障害者手帳所持者 　特殊寝台・車いす・歩行器が急に
必要になったときや短時間の使用時
に用具を貸し出します。

７２

　電話加入権と電話機を貸与しま
す。

福 祉 電 話
の 貸 与

　次の全てに該当する人
①電話を所有していない
②世帯の生計中心者が所得税
　非課税
③身体障害者手帳１、２級で
　外出が困難または難聴であ
　る

６９

保健福祉課
障がい福祉係

診 断 書 取 得
費 用 の 助 成

　次の手続きに要する診断書
（意見書）を取得した人

・障害者手帳の申請
・補装具費の給付申請
・自立支援医療の申請
・特別児童扶養手当、
　障害児福祉手当、
　特別障害者手当の申請

　診断書や医師の意見書を取得する
際の文書料について、その手続きが
認定されたことを確認できる場合
に、償還払いで全額助成します。

※助成額には上限があります。

７０

デ イ サ ー ビ
ス の 利 用

　１８歳以上の身体障害者手
帳所持者
（障がいの程度などにより制
限があります。）

　町の在宅老人デイサービスセン
ターにおいて、通所による入浴、食
事の提供、創作的活動などのサービ
スを提供します。
　利用者負担額は、原則として１割
負担となります。
　また、食費などの実費負担もあり
ます。

７１

項目 対象者 内容 手続先
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緊 急 通 報
シ ス テ ム

手続先電話番号
◎　役場保健福祉課障がい福祉係　　 ：0153-53-3333
◎　役場保健福祉課地域支援係　　　 ：0153-53-3333

７５

保健福祉課
地域支援係

　身体障害者手帳の交付を受
けている単身世帯（所得に応
じ、一部自己負担がありま
す。）

　緊急事態に機敏に行動することが
困難な人に緊急通報システムを設置
します。

７６

除雪サービス 　身体に障がいがあり、除雪
の労力確保が困難な人

　通路や事故防止のために必要な場
所の除雪・砕氷を行います。

手続先

７４

全額免除

保健福祉課
障がい福祉係

Ｎ Ｈ Ｋ 放 送
受 信 料 減 免

　身体障害者手帳、療育手帳
または精神障害者保健福祉手
帳のいずれかを所持する人が
おり、世帯全員が市町村民税
非課税の世帯

　次のいずれかに該当する世
帯
・世帯主が視覚障がいまたは
　聴覚障がいによる身体障害
　者手帳所持者
・世帯主が身体障害者手帳
　１、２級所持者
・世帯主が療育手帳「Ａ」所
　持者
・世帯主が精神障害者保健福
　祉手帳１級所持者

半額免除

項目 対象者 内容
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福 祉 灯 油 等

の 助 成

手続先電話番号
◎　役場保健福祉課地域支援係　　　 ：0153-53-3333

項目 対象者 内容 手続先

７７

保健福祉課
地域支援係

　２つの条件のどちらも当て
はまる世帯が対象

①世帯全員の住民税が非課税
　の世帯

②次の条件のいずれかに当て
　はまる世帯
　・70歳以上の単身高齢者世
　　帯
　・年齢が65歳以上の人で構
　　成される世帯であって、
　　その内70歳以上の人が１
　　人以上いる世帯
　・療育手帳を所持する人が
　　いる世帯
　・身体障害者手帳１級また
　　は２級の手帳を所持する
　　人がいる世帯
　・精神障害者保健福祉手帳
　　を所持する人が同居して
　　いる世帯
　・18歳以下の人がいるひと
　　り親世帯

　※世帯全員が施設に入所し
　　ている世帯及び生活保護
　　世帯は対象外です。

　世帯の負担の軽減を図ることを目
的に、冬期間における暖房用経費の
一部（１万円）を助成します。
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生 活 福 祉
資 金 貸 付

Ｎ Ｔ Ｔ 無 料
番 号 案 内

８１

日本郵便
株式会社

釧路中央郵便局
（厚岸郵便局）

青 い 鳥 郵 便
葉 書 無 償
配 布

　次のいずれかに該当する人

・身体障害者手帳１、２級所
　持者
・療育手帳「Ａ」所持者

　普通郵便葉書
・１人につき２０枚
・窓口で申し出る方法と郵便で申
　請する方法があります。
・４月～５月が受付期間となって
　います。

手続先電話番号

◎　厚岸町社会福祉協議会　　　　　　　 ：０１５３－５２－７７５２

◎　ＮＴＴ東日本ふれあい案内　　　　　 ：０１２０－１０４ー１７４

◎　日本郵便株式会社釧路中央郵便局　　 ：０１５４－２４－３５９０
　　　もしくは（厚岸郵便局）　　　　　 ：０１５３－５２－３７０１

日常生活自立
支 援 事 業

　高齢や障がいにより日常生
活において判断能力に不安の
ある在宅で生活している人

　生活支援員が福祉サービスの利用
の手続や、生活費の管理などをお手
伝いします。

８０

ＮＴＴ東日本
ふれあい案内

　次のいずれかに該当する人

・視覚障がいの身体障害者手
　帳所持者
・１、２級の上肢・体幹・乳
　幼児期以前の非進行性の脳
　病変による運動機能障がい
　の身体障害者手帳所持者
・療育手帳所持者
・精神障害者保健福祉手帳所
　持者

　ＮＴＴの番号案内を利用する場合
に、案内料の免除を受けられます。
　希望する場合は、事前にＮＴＴに
届け出たうえで、番号案内を利用す
る際にオペレーターに申し出ること
になります。

項目 対象者 内容 手続先

７８

厚岸町
社会福祉協議会

　次のいずれかに該当する世
帯

・身体障害者手帳所持者の属
　する世帯
・療育手帳所持者の属する世
　帯
・精神障害者保健福祉手帳所
　持者の属する世帯
・現に障害給付によるサービ
　ス等を利用している者の属
　する世帯

●福祉資金
日常生活や自立生活に必要な資金を
一時的に貸付（購入費、技能取得
費、住宅賃金など）

●教育支援資金
高校、大学、専門学校などの修学経
費を貸付（授業料、入学金など）
※目的などにより貸付条件が異な
　ります。

７９
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手続先電話番号
◎　厚岸警察署交通課　　　　　　　　　　 ：０１５３－５２－０１１０　
　　
◎　厚岸町選挙管理委員会（役場総務課）　 ：０１５３－５２－３１３１

８３

厚岸町
選挙管理委員会
（役場総務課）

郵 便 等
に よ る
不 在 者 投 票

　次のいずれかの身体障害者
手帳所持者
・両下肢、体幹、移動機能の
　障がい１級または２級
・心臓、じん臓、呼吸器、ぼ
　うこう、直腸、小腸の障が
　い１級または３級
・免疫、肝臓の障がい１～３
　級

　町の選挙管理委員会から投票用紙
の交付を受け、現存する場所で投票
の記載をし、郵送によって投票を行
うことができます。

８４

　お近くの携帯電
話を取り扱ってい
るお店で相談・申
込みをしてくださ
い。

携 帯 電 話 の
基 本 使 用 料
な ど の 割 引

　次のいずれかに該当する人
・身体障害者手帳所持者
・療育手帳所持者
・精神障害者保健福祉手帳所
　持者

　携帯電話の基本使用料などの割引
を受けることができます。
　割引の内容は、それぞれの携帯電
話会社によって異なりますので、詳
しくはお問い合わせください。
※その他の割引サービスが対象外
　となる場合があります。

項目 対象者 内容 手続先

８２

厚岸警察署
交通課

駐 車 禁 止
規 制 の
適 用 除 外

　次のいずれかに該当する人
①次のいずれかの身体障害者
　手帳所持者
・視覚障がい１～４級の一部
・聴覚障がい２、３級
・平衡機能障がい１～５級
・上肢障がい１、２級の一部
・下肢障がい１～５級
・体幹障がい１～５級
・乳幼児期以前の非進行性の
　脳病変による運動機能障が
　い（上肢機能１、２級　移
　動機能１～５級）
・内臓機能障がい１～３級
・免疫機能障がい１～３級
②療育手帳「Ａ」所持者
③精神障害者保健福祉手帳１
　級所持者
④小児慢性特定疾患児手帳の
　交付を受けている「色素性
　乾皮症」の人

　公安委員会が指定する駐車禁止場
所において、適用除外の指定が受け
られ、必要最小限の駐車をすること
ができます。
　適用除外を受けようとする場合
は、事前に警察署で申請をする必要
があります。
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８８

ヘ ル プ
マ ー ク
の 配 布

   義足や人工関節を使用して
いる人や、内部障がいをお持
ちの人等の外見からでは援助
や配慮を必要としていること
がわかりにくい人

　援助や配慮を必要としていること
が外見からは分かりにくい人が、周
囲の人に配慮を必要としていること
を知らせることで、援助が得やすく
なることを目的としています。
　ヘルプマークを持つことで支援を
必要としていることを知らせること
ができ、周囲の人に支援や援助を促
すことができます。

手続先電話番号

◎　役場保健福祉課　障がい福祉係　　　 ：０１５３－５３－３３３３

８６
事 業 者 の
思 い や り を
支 援 す る
バ リ ア
フ リ ー
事 業 助 成

　次の全てに該当する人
①町内に事業所または事務所
　をもつ事業者である。

②町内において、飲食、物販
　、医療などの、不特定多数
　の者が利用し、障がい者の
　利用も見込まれる事業を行
　っている。

③町税、国民健康保険税、介
　護保険料、後期高齢者医療
　保険料等を完納しているこ
　と。

④事業主または役員が厚岸町
　暴力団の排除の推進に関す
　る条例に規定する暴力団員
　または暴力団関係事業者で
　ないこと。

　助成金の交付の対象となる事業
は、次のものです。

①点字メニュー、会話ボードその
　他のコミュニケーションツール
　の作成

②筆談ボード、折り畳み式スロー
　プ、簡易洋式トイレその他の物
　品の購入

③簡易スロープ、階段等の手摺の
　設置、段差の解消その他の既存
　の事業所等の改修工事の施工

８７

生 活
サ ポ ー ト
事 業

　障害支援区分が非該当と
なった人

　障害支援区分が非該当となり、介
護給付の支給決定を受けることがで
きなかった場合に、自宅にホームヘ
ルパーを派遣し、必要な支援を行い
ます。

項目 対象者 内容 手続先

８５

保健福祉課
障がい福祉係

在 宅 難 病
療 養 者 訪 問
口 腔 ケ ア
事 業

　在宅で療養する難病患者
で、手指等に障がいがあって
口腔ケアが充分に行えない、
または口腔ケアが必要と思わ
れる人

　保健所の歯科医師及び歯科衛生士
が自宅に訪問し、歯科検診、歯科保
健指導、口腔ケア等を行います。
　また、介護者に対し、日常の口腔
ケア介助法について助言を行い、必
要に応じて歯科医療機関等への紹介
等の調整を行います。
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ネ ッ ト 119
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９０

厚岸消防署

　聴覚・言語障がいのある人

　音声による会話が不自由な
人

スマートフォン等を利用して、119
番通報ができるサービス。
事前登録することで、会話や音声に
頼らず、簡単な操作で通報に対応で
きます。

手続先電話番号
◎　釧路東部消防組合消防本部（厚岸消防署）
　　　電話：0153-52-5111　　ファックス：0153-52-4332

項目 対象者 内容 手続先

８９

各施設の窓口

厚 岸 町 有 施
設 の 利 用 料
免 除

　障がいをお持ちの方
　と介助人の方

　下記の施設を利用する際の利用料
が免除されます。
・厚岸町多機能共生型地域交流セン
   ター
・厚岸町公民館
・厚岸町緑のふるさと公園
・厚岸町床潭地区漁村センター
・厚岸町B＆G海洋センター
・厚岸町多目的屋内スポーツ施設
（あすた）
・厚岸町勤労者体育センター
・厚岸町温水プール
・厚岸町地区コミュニティセンター
・厚岸町地区集会所
・厚岸町生活館
・厚岸町生活改善センター
・厚岸町木工センター
・厚岸町農業農村活性化施設
・厚岸町漁村環境改善総合センター
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障がい者
ご本人用

介護者用

　・ご利用時に障がい者割引（運賃５割引）が適用になります。
　・定期券としてご利用いただくことも可能です。
　・大人のお客様のみのサービスとなります。

３．ご利用条件等
　・ＪＲ北海道のKitacaエリア内において、ご本人用・介護者用を同
　　時かつ同一行程でご乗車される場合に、ご利用いただけます。
　・ただし、片道の営業キロが101キロ以上の区間を利用する場合、
　　ご本人単独でご利用いただけます。
◎詳細については、ＪＲ北海道旅客鉄道株式会社へお問い合わせいた
　だきますようお願いします。
　 ：０１５４－２２－０８０４

障がい者割引が適用されるお客様向けの

「障がい者用 Ｋitaca」が発売されました。

　障がい者割引が適用されるお客様にも、よりシームレスに列車をご利

用いただけるように、新たに「障がい者用 Kitaca」を発売しました。

１．障がい者割引の対象者

　・第１種身体障害者または第１種知的障害者の大人のご本人と、そ

　　の介護者（任意の１名）。

　※第２種身体障害者割引及び第２種知的障害者割引のお客様は対象

　　外です。

２．新たに発売しているＩＣカードについて

　・券面デザイン

身体障がい者用 知的障がい者用

トピックス
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●　北海道ヤングケアラー相談サポートセンター　

　　（江別市東野幌本町７－５）
       ：０１２０－５１６－０８６

　本人及び家族から寄せられる相談に応じ、情報提供
や助言その他の支援を行っています。

●　障がい者１１０番
  　  ：０１１－２５２－１２３３

　障がいのある人及びその家族を対象とした法律に関する
相談、人権擁護に関する相談を行っています。
●常設の相談窓口で相談に携る者が面接及び電話に
　より助言を行います。
●月２回、弁護士による専門相談を行います。
　（弁護士相談には事前予約が必要です。）

●　法テラス釧路
       ：０５０－３３８３－５５６７

  法律・経済問題・多重債務の相談を行っています。（※
無料法律相談については、予約制）
●無料法律相談　毎週 月13:00～16:00
●電話相談　　　平日　　9:00～17:00

●　北海道医療的ケア児等支援センター　

　　（札幌市手稲区前田４条14丁目3-10）
       ：０５０－５４４３－６０６４

　医療的ケア等を伴う支援に携わる関係者や本人及び
家族から寄せられる相談に応じ、情報提供や助言その
他の支援を行っています。

●　釧路総合振興局保健環境部
      児童相談室（釧路児童相談所）
      （釧路市桜ヶ岡１丁目４番３２号）
　　 ：０１５４-９２-３７１７

　児童の障がいや発達の遅れなどに関する相談を行っ
ています。
　また、年に数回、厚岸町への巡回相談も実施してい
ます。

●　釧路総合振興局保健環境部
      保健行政室（釧路保健所）
      （釧路市城山２丁目４番２２号）
       ：０１５４-６５-５８２４

　精神障がい、精神疾患、難病関係などに関する相談
を行っています。

●　ハローワークくしろ　(釧路公共職業安定所)　

　　（釧路市富士見３丁目２番３号）
       ：０１５４－４１－１２０１

　障がいのある人の就職に関する相談・職業紹介・就
業指導などを行っています。

●　地域生活支援センター・ハート釧路
    （釧路市白金町２番１４号）
       ：０１５４－３２－７４００

　厚岸町が委託している相談支援事業所です。
障がいのある人やその家族などからの全般的な相談を
行っています。

●　身体障害者相談員・地域相談員
　◇中村　ますみ
       ：０１５３－５３－３３３３
　　　 （あみか内：保健福祉課障がい福祉係受付）

　身体障がいに関する相談を行っています。

●　知的障害者相談員・地域相談員
   ◇小野寺　敏雄
       ：０１５３－５７－２４７５

　知的障がいに関する相談を行っています。

各種相談機関
　障がいのある人の福祉などについて、日常生活のこと、将来の不安、施設入所、経済的なこと、就職のことな
どさまざまなご相談に応じ、必要な助言・指導を行っています。

●　役場保健福祉課　障がい福祉係
 　   ：０１５３－５３－３３３３

　制度やサービスについて全般的な相談対応

●　厚岸町障害者虐待防止センター
       ：０１５３－５３－３３３３
　　夜間  ：０９０－１６４８－９８１６

　障害者虐待防止法の施行に伴い、障がい者の虐待に
かかわる通報や届出、支援など相談を行っています。
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    　厚岸町
あっけしちょう

地域
ちいき

活動
かつどう

支援
しえん

センター（厚岸町奔渡２丁目１番地） ５２－０５００

⑪　計画
けいかく

相談
そうだん

支援
しえん

　　ら　い　ふ（厚岸町白浜１丁目１０１番地） ５２－７２５１

　　秋桜
こすもす

壱
いち

号館
ごうかん

（厚岸町片無去６６６番地） ５７－２２３２

　　ぷらす（厚岸町白浜４丁目６２番地） ６７－７６８０

⑩　地域
ちいき

活動
かつどう

支援
しえん

センター

　　工房
こうぼう

るうぷ（厚岸町真栄２丁目２０２番地） ５２－８１５５

　　ぷらっと（厚岸町白浜１丁目１０１番地） ５２－７２５１

⑨　共同
きょうどう

生活
せいかつ

援助
えんじょ

（グループホーム）

　　ぷらっと（厚岸町白浜１丁目１０１番地） ５２－７２５１

⑧　就労
しゅうろう

継続
けいぞく

支援
しえん

事業
じぎょう

（Ｂ型）

　　のんき村（厚岸町片無去６６６番地） ５７－２２３２

　　厚岸町
あっけしちょう

子ども発達支援
こどもはったつしえん

センター（厚岸町住の江１丁目２番地） ５２－７１２２

　　ぷらっと（放課後
ほうかご

等
とう

デイサービスのみ）（厚岸町白浜１丁目１０１番地） ５２－７２５１

⑦　就労
しゅうろう

移行
いこう

支援
しえん

④　日中
にっちゅう

一時
いちじ

支援
しえん

　　ぷらっと（厚岸町白浜４丁目６２番地） ６７－７６８１

⑥　障害児
しょうがいじ

通所
つうしょ

支援
しえん

　※１８歳未満のみ

⑤　移動
いどう

支援
しえん

事業
じぎょう

　　厚岸町
あっけしちょう

社会
しゃかい

福祉
ふくし

協議会
きょうぎかい

（厚岸町梅香２丁目１番地） ５３－３８１１

　　ホームヘルプステーションおはなさん（厚岸町光栄143番地） ５３－２２００

　　特別
とくべつ

養護
ようご

老人
ろうじん

ホーム心和園
しんわえん

（厚岸町白浜４丁目１番地） ５２－６３７３

③　デイサービス・訪問
ほうもん

入浴
にゅうよく

サービス

　　在宅
ざいたく

老人
ろうじん

デイサービスセンター（厚岸町白浜４丁目１番地） ５２－３９０１

①　ホームヘルプサービス（居宅
きょたく

介護
かいご

）・重度
じゅうど

訪問
ほうもん

介護
かいご

・同行
どうこう

援護
えんご

　　厚岸町
あっけしちょう

社会
しゃかい

福祉
ふくし

協議会
きょうぎかい

（厚岸町梅香２丁目１番地） ５３－３８１１

②　ショートステイ（短期
たんき

入所
にゅうしょ

）　※１８歳以上のみ

厚岸
あっけし

町内
ちょうない

で利用
りよう

できる障害
しょうがい

福祉
ふくし

サービス事業所
じぎょうしょ

一覧
いちらん

令和７年８月現在

事業所名 電話番号
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厚岸町役場 保健福祉課 障がい福祉係 

厚岸町保健福祉総合センター あみか２１ 

〒０８８－１１１９ 

厚岸郡厚岸町住の江１丁目２番地 

電 話：０１５３－５３－３３３３ 

ＦＡＸ：０１５３－５３－３０７７ 

「ありがとうございます」 

の手話をしている“しまえなが” 


